議事の概要
（１）　議長、副議長の選出

議長に小田委員、副議長に山川委員を選出

（２）　平成３０年度生涯学習・社会教育関連予算案について

資料１に基づいて、平成３０年度生涯学習･社会教育関連予算案について、概要を説明（笹口課長、廣田課長、岩室課長）

 ＜質疑等＞
（酒川委員）
生涯学習・社会教育関連予算が全体的に減っている理由を教えていただきたい。

（笹口課長）

平成２９年度に比較して予算額が減少している主な要因は、沼田公民館の建替えに係る建設工事費の減である。平成２９年度に建設工事費等を予算措置し、平成３０年度は駐車場の用地取得や初度備品の購入に要する経費を予算措置している。
（谷川委員）

「姉妹・友好都市等青少年国際交流事業」として「広島市・大邱広域市青少年交流」が挙げられているが、大邱広域市以外の姉妹・友好都市についての予算は計上されているのか。
（廣田課長）

「姉妹・友好都市等青少年国際交流事業」には二つあり、一つ目は「青少年国際未来会議の開催」、二つ目は「広島市・大邱広域市青少年交流」である。大邱広域市とは、毎年、隔年で行き来する交流事業を行っている。青少年国際未来会議は、隔年で、広島市または姉妹・友好都市において開催している。姉妹・友好都市に呼びかけて、広島市で開催するときは広島市に来ていただいたり、姉妹・友好都市で開催していただくときは行かせていただいたり、交流を含めた平和に関する事業を行っている。
（石本委員）
「暴走族・非行防止対策の総合的な推進」のうち、「少年サポートルーム運営」に５２万円、「就学・就労サポート」に４万８千円の予算が計上されているが、実際に少年サポートルームを利用されている方は何名くらいいらっしゃるのか、この予算額が妥当であるのか教えていただきたい。
（岩室課長）

少年サポートルームには現在４７名が登録されている。「少年サポートルーム運営」に係る予算は主に教材費の購入に充てている。少年サポートルームでは、大学生ボランティアの方に来ていただき、マンツーマンで学習支援を行っている。元校長先生の方等も指導されている。「就学・就労サポート」については、広島市役所北庁舎別館にサポートルームを設置しているが、通うことのできない遠方の子どもに対しては、最寄りの公民館等へ職員や大学生ボランティアが出向いて学習指導を行っており、これに係る通信運搬費もこの予算額に計上している。
（松本（耕）委員）
生涯学習振興について、平成２９年度に比べて約３００万円減っている理由を教えていただきたい。
（笹口課長）

平成２９年度に比較して予算額が減少している主な要因は、生涯学習推進事務の項目に含まれる非常勤嘱託員の報酬の減である。平成３０年度に非常勤嘱託員を事務職員に振り替えたもので、事務職員の人件費は本表には掲載していない。
（齋藤委員）
「青少年問題協議会開催その他」とある。青少年問題協議会は数があまり多くないと思うが、「その他」の中に所要額の大きい事業が含まれているのか教えていただきたい。
（廣田課長）

青少年一般事務の人件費を含む事務費や、健全育成啓発のための費用や、こども村管理運営に係る備品購入費等も「その他」に計上しているためこの予算額となっている。
（岡村委員）
「臨床心理士による心理教育相談」や「精神科医による医療相談」や「ひきこもりがちな青少年への支援事業」とあり、これらは発達障害の青少年に対する支援や相談を応援する事業だと思う。これらの予算額は「暴走族・非行防止対策の総合的な推進」の予算額と比べて非常に少ない。最近は暴走族や非行に走る青少年よりも発達障害の青少年と出会う場面が多いため、そちらの予算を増やしていただきたい。
（廣田課長）

相談事業については、広島市青少年総合相談センターで７名の相談員によって行っている。相談員に助言・指導をしていただくために月曜日から木曜日までの毎日午後臨床心理士に来ていただいており、「臨床心理士による心理教育相談」に係る予算は、その謝礼金である。また、「精神科医による医療相談」については、週に１回、金曜日の午後だけではあるが精神科医に来ていただき子どもを指導していただく謝礼金として予算を計上している。「ひきこもりがちな青少年への支援事業」については、この社会教育委員にもなっておられる齋藤委員が所属するCROSSに委託しており、少ない予算の中で充実した事業を実施していただいている。予算が増えればよいが、なかなかそういうわけにもいかない。
（岡村委員）
発達障害の子どもは大変多いので、来年度以降もう少し考えていただきたい。
（３）　平成３０年度社会教育関係団体への補助金の交付について
資料２に基づいて、平成３０年度社会教育関係団体への補助金の交付についての概要を説明（笹口課長、廣田課長）

＜質疑等＞
（佐々木委員）
７～９番目は団体数が書いてあるが、予算額は各団体に均等に割り振られるのか。または、団体の規模により予算額が異なるのか。
（廣田課長）

７番目の「広島市子ども会連合会事業」については、各区４３万２千円と均等に割り振る。８番目の「学区子ども会育成事業」については、学区の児童数によって予算額が異なり、児童数が１，００１人以上の学区には１０万８千円、１，０００人以下の学区には９万９千円を補助する。１０万８千円を補助する学区が５学区、９万９千円を補助する学区が１０２学区となっている。９番目の「地区青少年健全育成連絡協議会事業」は各学区８万１千円を上限としているが、申請によっては８万１千円より少ない学区もある。
（４）　その他
ア　　広島市子どもの読書活動推進計画（第三次）重点施策

　　　「家庭読書アドバイザーの派遣」事例報告
資料３－１及び資料３－２に基づいて、概要を説明（笹口課長、伊藤館長）

＜質疑等＞

（松本（直）委員）
家庭読書アドバイザーになるための条件を教えていただきたい。
（伊藤館長）

家庭読書アドバイザーは、５年以上本の読み聞かせ等の読書活動を行っている方、あるいは、幼稚園・保育園等の教諭・保育士といった経験がある方を対象として募集している。
（松本（直）委員）
ある程度の知識・経験・資格が必要ということだが、今後募集条件を緩和していく予定はあるのか。
（伊藤館長）

家庭読書アドバイザーは、幼稚園・保育園へ出向いて保護者の方にお話し会や本の大切さを伝えるため、ある程度の経験が必要だと考える。新しくボランティアを始めたい方に対しては、お話し会養成講座初心者編を用意しているので、そちらを受講してお話し会や本の大切さを学んだ上で次のステップに進んでいただきたいと考えている。
（松本（直）委員）
今は非常に元気な高齢者の方が多く、社会参加をしていきたいと思われている。まだこの事業を知らず挙手されていない方もいるかもしれないので、今後期待していきたい。
（山川委員）
計画策定時よりも数値がおしなべて下がっていることが気になる。数値を上げていく一つの方法として学校図書館の活用が欠かせないが、学校図書館について質問が二つある。一つ目は、実質的に司書教諭が機能しているかどうか。学校図書館に子どもたちがいつ来てもいいような形で配置されているのか、それが難しいならば私費で読書活動を推進する方を配置しているのか、答えていただきたい。二つ目は、平成３２年度から新しい学習指導要領が小学校・中学校で順次始まっていくと、学校図書館は読書センターとしてだけではなく学習センター・情報センターとしての機能も持たなければならないようになる。読書活動は、学習センター・情報センターとどのように関連付けながら推進されようとしているのか。学校図書館の推進方法について教えていただきたい。
（元田主任指導主事）

一点目の司書教諭については、司書教諭は任命されてはいるものの担任を持っており、常時学校図書館にいて学校図書館を運営するということはできていない。司書教諭の仕事は、学校図書館を運営するための企画・計画を立案して、中心的なメンバーとして学校図書館の運営を行うことである。学校図書館を常時開館することが難しいため、今年度６月から臨時司書を配置している。２中学校区に１名、計３２名の臨時司書を配置し、子どもたちが学校図書館を利用しやすくなる体制をとっている。二点目の学習・情報センターについては、まず授業の中で学校図書館を利活用していくことが重要である。国語では学校図書館の図書を活用して自分の考えをまとめる単元があるため、そこで学校図書館を活用する。また、総合的な学習や社会においても、学校図書館の図書を利用して学習を深めていく授業も行うよう取り組んでいる。

（山川委員）
臨時司書について、２中学校区に１名ということで、各学校の子どもたちが臨時司書を認知しづらい状況にあると思う。学校数が多いため難しいだろうが、効果検証を行いながら必要であれば全ての学校に配置することも考えていただきたい。
（酒川委員）
目標に対して実績が伴わなかったということだが、あらゆる情報がデジタルで手に入る現状から考えるとある意味仕方がない。そうは言っても読書は大切なのでこの計画は推進していくべきである。今後は紙媒体以外の読書習慣も含めて集計するのがよいと思う。
（和田委員）
臨時司書の力量を向上させるための研修は行っているのか。
（酒川委員）
今年度は臨時司書に対して４回の研修を行っている。こども図書館の司書を招いて、公共図書館と連携を図りながら研修を進めてきた。
（和田委員）
専門的な本もあり、臨時司書のアドバイスには限界がある。臨時司書を支える体制を整えると臨時司書の活動もより充実すると思う。
イ　　「広島市教育振興基本計画」の更新

資料４に基づいて、概要を説明（笹口課長）

＜質疑等＞

（齋藤委員）
「障害のある子どもの放課後等における居場所の確保」について、中学卒業後どこの学校にも所属していないと児童デイサービスが使えない。精神保健福祉センター等のデイケアも１８歳以上が対象であり、現状では宙に浮いてしまう子どもがいる。今後、無料で誰でも自分の居場所にできるような場所を市の方で用意していただければと思う。
（笹口課長）

ご意見を関係課に伝えさせていただく。
（正本委員）
まず、Ⅲ１（２）ア「学習グループや学習支援ボランティアのネットワーク化」とあるが、様々な知識・経験を持った方の連携をますます推進していただきたい。次に、Ⅱ１（２）ア「希望する小・中学校等に、文化庁が主催する一流の文化芸術団体…」とあるが、「一流の」はあえて付けなくてもよいのではないか。
（笹口課長）

まちづくり市民交流プラザや図書館、公民館で活動しているグループ等のネットワーク化を今後も図っていきたい。

（長谷課長）

「文化庁が主催する一流の」とあるが、国で示しているものをそのまま記載している可能性もあるため、主管課と検討させていただく。
ウ　　全国社会教育研究大会報告

資料５に基づいて報告（正本委員）
エ　　社会教育委員が関係する他都市での大会等の予定について
資料６に基づいて、社会教育委員が関係する他都市での大会等の予定について、概要を説明（笹口課長）
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